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2015 年のパリ協定で，世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保ち，1.5℃に抑え

る努力をする長期目標が掲げられた．これを受け京都市では，2019 年に全国の市町村で初となる 2050 年

に CO2 排出量実質ゼロを実現することを目標に掲げた．そこで本研究では，既存研究では行っていない既

存の発電所・廃棄物分野を考慮した 2050 年とその間にあたる 2040 年の京都市の CO2排出量を推計した．

その結果，目標である 2050 年 CO2 排出実質ゼロを実現するためには，2050 年までにすべての火力発電所

を停止させ，野心的に低炭素対策を導入することに加え，第一次産業で再生可能エネルギー電力が 100%，

第二次産業で石油・天然ガスが 40%，再生可能エネルギー電力が 60%とする必要があることが分かった．  
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1. はじめに 

 

世界では，2015年に行われた国連気候変動枠組条約第

21 回締約国会議(COP21)1)においてパリ協定 2)が採択され，

2016年に発効された．パリ協定では，世界共通の長期目

標として 2℃目標の設定，1.5℃に抑える努力を追求する

ことが含まれている．これによって，世界各国の温室効

果ガス(GHG)排出削減への取り組みが加速した． 

これを受け日本では，2020年 10月に菅政権が 2050年

までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする，脱

炭素社会の実現を目指すことを宣言した 3)．さらに，

2050年排出実質ゼロを表明する地方自治体が拡大してお

り，2020 年 12 月 21 日時点で，198 自治体にのぼると示

されている 4)．京都市においても，2019 年 5 月に全国の

市町村で初となる 2050 年に二酸化炭素(CO2)排出量実質

ゼロを実現することを目標に掲げたと示されている 5)． 

パリ協定で世界全体でのカーボンニュートラルが目標

に掲げられてから，脱炭素社会の実現に向けた計画が各

国で提案されているが，具体的な対策の実施段階では，

自治体独自の削減の目標の設定やその達成に向けた行動

が必要になるため，五味ら(2008)6)において，2030 年の京

都市への適用でCO2排出削減可能量が示された．また，

奥田ら(2020)7)において，より長期的な2050年が目標年の

CO2 排出量やエネルギー消費量について分析された．し

かし，既存の発電所の寿命・エネルギー分野以外の CO2

を考慮した研究はまだ行われていない．また，短期目標

である 2030 年や，長期目標である 2050 年の推計は行わ

れているが，その間にあたる 2040 年におけるマクロ経

済的影響と，エネルギー転換の速度に伴う影響は評価さ

れていない． 

以上を踏まえ，本稿では，2050年京都市でカーボンニ

ュートラル実現の社会を描くために，2040年，2050年を

目標年としたエネルギー部門および非エネルギー部門の

CO2 排出削減可能量を明らかにし，将来の対策シナリオ

を提供することを目的とする．その際，新たに既存の発

電所の設立年やエネルギー分野以外の廃棄物分野の CO2

を考慮する．そのために，人口，世帯数，GDP，輸送量

といった活動量に加えて，新しい対策・技術が導入され

ることを想定した再エネと省エネに関する情報をもとに

ExSSモデルを用いて京都市における2040年，2050年CO2

排出量を推計する． 

 

 

2. 手法 

 

(1) シナリオの構築手順 
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 本研究では，2050年までのCO2排出量実質ゼロを達成

するために，2040年，2050年の京都市が脱炭素社会を実

現するための定量的な分析を行った．その際，人口，産

業連関表，エネルギー消費量等のデータを用いて設定し

たシナリオにおけるCO2排出量を推計する．この手法よ

り，2050年のシナリオで導出された部門別のCO2排出量，

エネルギー消費量等からCO2削減効果や再エネの導入効

果等について分析し，排出目標を達成するにはどのよう

な対策が必要になるか推計する．五味(2009)8)より参考に

した推計手順は，以下の通りである． 

a) 枠組みの決定 

まず低炭素社会シナリオ全体の枠組みを決める．すな

わち，対象地域，基準年，目標年，対象活動，環境目標，

シナリオの数などである．目標年は必要な変化が実現で

きる程度に長く，地域の人々が想像できる程度に近いこ

とが望ましいと考えられる． 

b) データ・関連情報の収集 

推計の基礎となる基準年のデータ，シナリオの想定の

参考とする将来計画などの情報，及び低炭素対策に関す

る情報を収集する．基準年のデータとしては，人口や世

帯数，生産額，GDP，輸送量といった社会経済指標のほ

か，エネルギー需給，GHG 排出量などが必要である．

これらのデータの収集には，対象となる地域の統計書や

国勢調査などの国の統計調査等を用いる．将来推計に関

する情報として，シナリオの想定の参考とするために，

地域の各分野の将来計画や構想，目標，そして国のビジ

ョン，エネルギー政策，環境政策などの情報を収集する．

また，目標年に導入可能と思われる低炭素対策を収集す

る．エネルギー利用技術の普及に加え，交通構造の変革，

再生可能エネルギーの活用，省エネルギー行動の実施，

CO2吸収源の拡大などが対策として考えられる． 

c) シナリオの設定 

収集した将来に関する地域・国の情報をもとに，基準

年から目標年にかけての生活様式， 産業，都市構造な

どの変化，低炭素対策の導入の程度を想定し，定量推計

ツールExSSへの入力となる指標の値を設定する． 

d) ExSSによる計算 

設定した入力値をもとに，定量推計ツール ExSS を用

いて現状維持と排出削減対策シナリオにおける将来の社

会経済指標，エネルギー消費量，GHG 排出量を出力す

る． 

e) 推計結果をもとにシナリオの再検討 

推計結果を目標と照らし合わせ，必要に応じて入力値

を修正し再推計を行う． 

 

 (2) ExSSモデル 

 五味ら(2007)9)によると，ExSS（Extend Snapshot Tool）は，

都市あるいは地域の将来社会像を定量的に示し，人口や

 

図-1 ExSSの構造(越智ら 2016)10)  

 

GDP などの社会経済指標，エネルギー需要量，エネル

ギー利用技術などからCO2排出量を出力し，対象地域の

環境目標を達成するために必要な対策と対策導入量を推

計するツールであると示された．また，対策別の排出削

減量を計算することができるため，特に削減効果が高い

対策，あるいは地方政府独自の政策が重要になる対策の

効果を示すことが可能である．なお，計算プログラムの

記述は GAMS を利用し，最適化問題として定式化した．

図-1にExSSの構造図を示す．活動量に関しては，5つの

部門ごとに設定し，家庭部門は世帯数，業務部門は建物

床面積，産業部門は生産額，旅客輸送部門は旅客輸送需

要距離，貨物輸送部門は貨物輸送需要距離とした． 

 

(3) シナリオの想定 

本研究では目標年を 2040 年，2050 年，基準年を 2015

年とした．基準年として推計に必要なデータの入手が可

能な最新の年を設定した．シナリオの枠組みを表-1に示

す．対象ガスはCO2とし，部門を家庭，業務，産業，旅

客輸送，貨物輸送に区分した．対象範囲は，地域内での

企業と家庭のエネルギー消費，その地域を出発する交通

によるエネルギー消費である． 

シナリオについては，京都市と日本全体のビジョンや

計画をもとに 2040 年，2050 年時点の社会経済状況，系

統電力の電源構成および低炭素対策の導入についての異

なる想定を準備し，これらの異なる想定を組み合わせた

複数のシナリオを検討した．具体的には，系統電力の電

源構成の想定による 5つのシナリオと，低炭素対策の導

入強度の想定による2つのシナリオを組み合わせた10の

シナリオに，2050年CO2排出実質ゼロの目標を達成する 
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表-1 シナリオの枠組み 

 

 

シナリオを加えた計 11 のシナリオを準備した．それぞ

れ(3)のa), b), c)で説明する．これまでの算定で，京都市の

2018年CO2吸収量は，235(kt-CO2)と示されている11)12)13)14)15)．  

対象としているのは，森林，農地，都市緑地による吸収

量である．吸収量については，すべてのシナリオで同じ

想定をした． 

 

a) 社会経済状況 

社会経済状況については，すべてのシナリオで同じ変

化が起こることを想定した．人口については，まち・ひ

と・しごと・こころ京都創生総合戦略 16)を参考に，京都

市の人口が 2015年の 147万人から 2040年には 142.5万人，

2050年には 140万人に減少すると設定した．また，経済

については，内閣府や厚生労働省による報告を参考に，

市内総生産(GDP)の年平均成長率を 1.2%/年とした．移輸

出，最終需要についても同様に成長し，過去の傾向から

第三次産業への転換が進むと想定した． 

b) 系統電力の電源構成によるシナリオ 

電源構成については，関西電力 17)・大阪ガス 18)の発電

所をもとに以下で説明する５つのシナリオを準備した．

ここでの「更新」とは，発電所の稼働可能年数がたった

時，それらを修復し同じ発電所として使用可能にするこ

とを示す．稼働可能年数については，石油，石炭，天然

ガスが 40年，原子力，水力が 60年，再生可能エネルギ

ーが 20 年とした．また，原子力発電所においては稼働

可能年数が経過した場合，すべてのシナリオで再生可能

エネルギーによる発電所へ変更することを想定している．

まず，①既存発電所更新シナリオでは，2021年時点で存

在するすべての既存発電所を更新することを想定した．

②一部更新シナリオは，2030 年(2035 年)まではすべての

既存発電所を更新するが，それ以降は火力発電所のみ稼

働可能年数が経過した場合，再生可能エネルギーによる

発電所に変更すると想定した．③更新なし再エネ変更シ

ナリオは，火力発電所のみ更新は行わず，稼働可能年数

が経過したとき再生可能エネルギーによる発電所に変更

すると想定した．④一部早期撤退シナリオは，③と同様，

火力発電所のみ更新は行わず，稼働可能年数が経過した

とき再生可能エネルギーによる発電所に変更することに 

 

図-2 京都市シナリオごとの電源構成比 

 

加え，2010 年(2015 年)までに建設された火力発電所を

2040 年(2050 年)以前に早期撤退させ，再生可能エネルギ

ーによる発電所に変更することを想定した．⑤全早期撤

退シナリオは，2040 年(2050 年)時点ですべての火力発電

所を撤退させ，再生可能エネルギーによる発電所に変更

することを想定した．2040年，2050年でそれぞれ上記の

①既存発電所更新シナリオ，②一部更新シナリオ，③更

新なし再エネ変更シナリオ，④一部早期撤退シナリオ，

⑤全早期撤退シナリオの 5つのシナリオを想定した． 

京都市の使用可能電力を求めるために用いた式を式

(1~3)に示す．また，それによって求めたシナリオごとの

電源構成を図-2に示す． 

𝐸𝐺𝐶𝐾𝑦𝑜𝑡𝑜 = 𝐸𝐺𝐶𝐾𝑎𝑛𝑠𝑎𝑖 × 𝑃𝐷𝑅 (1) 

𝐸𝐺𝐶𝐾𝑎𝑛𝑠𝑎𝑖 = 𝑀𝑂 × 𝑂𝑅 × 24 × 365 (2) 

𝑃𝐷𝑅 = 𝑃𝐷𝐾𝑦𝑜𝑡𝑜 ÷ 𝑃𝐷𝐾𝑎𝑛𝑠𝑎𝑖 (3) 

𝐸𝐺𝐶𝐾𝑦𝑜𝑡𝑜：京都市の年間発電量(Wh) 

𝐸𝐺𝐶𝐾𝑎𝑛𝑠𝑎𝑖：関西電力，大阪ガスの年間発電量(Wh) 

𝑀𝑂：最大出力(W) 

𝑂𝑅：設備稼働率(%) 

𝑃𝐷𝑅：電力需要比率(%)  

𝑃𝐷𝐾𝑦𝑜𝑡𝑜：京都市における電力需要(Wh) 

𝑃𝐷𝐾𝑎𝑛𝑠𝑎𝑖：関西における電力需要(Wh) 

 

c) 低炭素対策の導入強度によるシナリオ 

エネルギー需要側の低炭素対策の導入に関して，その

強度に応じて「低位シナリオ」，「高位シナリオ」と

「目標達成シナリオ」の 3 つを想定した．3 つのシナリ

オの想定を表-2に示す．まず「低位シナリオ」は，ここ

では「既に実施・想定されている対策・施策を継続する

将来社会」と定義し，現在予測されている経済発展を続

けることを想定している．シナリオにおいては，国立環

境研究所 AIM プロジェクトチームによる国の削減シナ

リオの対策低位ケース 19)などを参考に設定した．次に

「高位シナリオ」は，ここでは「所与の社会経済状況の

下で低炭素目標を達成するまで対策を導入した状態」と

定義し，導入可能な最大限の対策を見込み，それを推進 

項目 内容

対象地域 京都市

基準年 2015年

対象年 2040年、2050年

対象ガス 二酸化炭素

シナリオ 系統電力の電源構成、低炭素対策強度の違い

家庭部門：住宅におけるエネルギー消費

業務部門：事務所・店舗等におけるエネルギー消費

産業部門：製造業・建設業・農業等におけるエネルギー消費

運輸部門：人・モノの輸送におけるエネルギー消費

対象部門

9

8

8

9

17

17

17

17

10

24

35

54

24

38

41

54

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

7

7

7

7

7

10

10

10

10

10

82

72

58

30

3

80

56

33

13

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑤全早期撤退

④一部早期撤退

③更新無し再エネ変更

②一部更新

①既存発電所更新

⑤全早期撤退

④一部早期撤退

③更新無し再エネ変更

②一部更新

①既存発電所更新

2
0
5
0
年

2
0
4
0
年

石炭 石油 天然ガス 水力 原子力 太陽風力 バイオマス
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表-2 低炭素対策の強度に関するシナリオの想定 

 

 

する施策が実施されることを想定している．シナリオに

おいては，AIMプロジェクトチームによる国の削減シナ

リオの対策高位ケース 19)などを参考に設定した．また，

2050 年のシナリオに 2050 年 CO2排出実質ゼロの目標を

達成できる「目標達成シナリオ」を想定した．このシナ

リオは，系統電力では⑤全早期撤退とし，排出量が吸収

量の 235(kt-CO2)以下になるよう第一次産業，第二次産業

で再生可能エネルギー電力割合を増やしていくことを繰

り返した． 

 

(4) 導入を想定した排出対策一覧 

 シナリオの想定において，設定した低炭素対策の一覧

と対応部門を表-3に示す． 

 

表-3 導入を想定した低炭素対策の一覧と対応部門 

 

3. 結果 

 

(1) 二酸化炭素排出量 

2040 年に各高位シナリオを経由した 2050 年目標達成

シナリオと，全更新低位シナリオの CO2排出量を図-3に

示す．目標達成シナリオでは， 2050 年 CO2 排出量が

231(kt-CO2)となり，京都市の CO2 吸収量 235(kt-CO2)を考

慮したとき実質ゼロを実現できることが分かった．また，

特に追加で対策を行わない全更新低位シナリオでは2050

年に 4,512(kt-CO2)となることが分かった． 

 

(2) 部門別二酸化炭素排出量 

 各シナリオのCO2排出量を部門別に推計した結果を図

-4に示す． 2050年目標達成シナリオでは，部門別にみ

ると，家庭，業務，旅客輸送，貨物輸送部門でCO2排出

量ゼロを実現することができたが，産業部門・廃棄物分

野ではそれぞれ 129(kt-CO2)，102(kt-CO2)となった． 

 

 

 

図-3 2040年，2050年の京都市二酸化炭素排出量 

 

 

図-4 2040年，2050年の京都市部門別二酸化炭素排出量 

低位 高位 目標達成

家庭

業務

第一次産業 石油30%、再エネ電力70% 再エネ電力100%
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(3) 削減速度 

2015年から 2040年の各高位シナリオ，2040年の各高

位シナリオから 2050年の目標達成シナリオまでの二酸

化炭素排出量削減速度を図-5に示す．③更新なし高位シ

ナリオのとき， 2015年から 2040年では年平均 197(kt-

CO2/year)，2040年から 2050年では年平均 187(kt-CO2/year)

のペースで排出量が減少することが分かり，全シナリオ

の中で最も速度の差が少ないことが分かった． 

 

 

図-5 京都市二酸化炭素排出量削減速度 

 

 

4. まとめ 

 

(1) 本研究の結論 

 本研究では，既存発電所の稼働可能年数を考慮し，複

数のシナリオで京都市の 2040 年，2050 年 CO2排出量を

推計し，目標の 2050 年 CO2排出実質ゼロを達成し得る

低炭素シナリオを作成した．本研究の結果から以下の 2

点の結論を得た． 

第一に，京都市の目標である 2050 年 CO2排出実質ゼ

ロを実現するためには，2050年までにすべての火力発電

所を撤退させ，低炭素対策の強度が高い高位シナリオに

加え，第一次産業で再生可能エネルギー電力が 100%，

第二次産業で石油・天然ガスが 40%，再生可能エネルギ

ー電力が 60%とする必要があることが分かった．上記条

件の場合，排出量は 231(kt-CO2)となり吸収量 235(kt-CO2)

を考慮したとき実質ゼロを実現できる． 

第二に， ③更新なし高位シナリオのとき， 2015 年か

ら2040年では年平均197(kt-CO2/year)，2040年から2050年

では年平均 187(kt-CO2/year)のペースで排出量が減少する

ことが分かり，全シナリオの中で最も速度の差が少ない

ことが分かった． 

 

(2) 本研究の考察 

a) 既存研究との比較 

奥田ら(2020)7)の研究では，全早期撤退高位シナリオと

同じ条件で 2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロを実現可

能となった．本研究では廃棄物分野を新たに考慮したた

め同条件では CO2 排出量実質ゼロに至らず、低炭素対

策をさらに強化した目標達成シナリオにおいて実現可能

と示された．また，本研究の ExSSによる 2015年推計結

果は 7,013(kt-CO2)，京都市環境政策局 20)による 2015年排

出量は 7,128(kt-CO2)であり，結果の信頼性は確認できた． 

b) 考察 

2050 年目標達成シナリオを達成する過程の 2040 年に

ついて， ①全更新と②一部更新シナリオでは火力発電

所を更新したにもかかわらずそれらを早期撤退させる必

要があり負担が大きい．③更新なしシナリオでは，2040

年までと 2040 年以降で削減速度があまり変わらない．

それに加え，火力発電所が座礁資産にならず，将来世代

に過度な削減の負担を残さない点，京都市は 2030 年度

の目標として 2013年比 45%以上減の 4,071 kt-CO2未満を

掲げており，③更新なしシナリオの 2030 年排出経路で

は4,063 kt-CO2となりそれを満たしている点から，③更新

なしシナリオが最も有力な候補である．さらに野心的な

経路として 2040 年時点で火力発電所を早期撤退させる

④一部早期撤退と⑤全早期撤退シナリオもある． 2050

年に二酸化炭素排出量を実質ゼロにするには，2040年に

③更新なしシナリオかそれ以上の対策シナリオを設定す

る必要がある．  

 火力発電所を寿命に関わらず早期撤退させ再生可能エ

ネルギーによる発電所に変更させることは難しい想定で

はあるが，目標達成のためには必要である．そのため，

再現性を考え実際に火力発電所を撤退させるのではなく

バックアップの予備として残しておく案が考えられる． 

 

(3) 今後の課題 

本研究の課題は，以下の 2点である．第一に，本研究

ではエネルギー起源，廃棄物起源のCO2を考慮している

が，農業起源は考慮できていないため，それを考慮する

ことで精度を上げる必要がある．第二に，CO2 以外の

GHG を考慮することである．メタンや代替フロンなど

を追加することでカーボンニュートラル実現シナリオを

構築することができる． 
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Scenario building for future carbon neutrality for Kyoto City 

 

Yuto KUWABA, Shinichiro FUJIMORI , Yuki OCHI, and Tomoko HASEGAWA  

 
The 2015 Paris Agreement set a long-term goal of keeping the global average temperature increase well 

below 2°C above pre-industrial levels and striving to limit it to 1.5°C.  In response to this, Kyoto City set 

a goal in 2019 to become the first municipality in Japan to achieve zero CO2 emissions by 2050. Here we 

estimated the CO2 emissions of Kyoto City in 2040 and 2050, taking into account existing power plants 

and waste fields, which has not been analyzed in existing studies. The results showed that in order to achieve 

the target of net zero CO2 emissions in 2050, all thermal power plants must be retired by 2050, and in 

addition to the high intensity low-carbon measures, 100% of electricity from renewable energy sources in 

the primary industry, 40% from oil and natural gas, and 60% from renewable energy sources in the second-

ary industry are required.  
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